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1.「新 しい公 共」 の 担 い手 と しての非 営利 組 織
近年,日本では非営利組織への期待が高 まり,特定非営利活動促進法の施行をは じめ として,
非営利組織を積極的に組み込んだ政策が中央省庁や自治体で進められている。
政府 による非営利組織への期待は 「小 さな政府」論 に基づ く行政機能の縮小 を背景 としてい
るが,政 府から民間(非営利組織 を含 む)への移行 を理論化 した試みの一つが,1980年代半ば以
降イギリスなどのアングロサ クソ ン系諸国を中心に形成 された,新 公共経営(NewPublic
Management;NPM)理論である。
上山信一は,新 公共経営理論の骨子を7点に整理 してい る。曰 く 「(1)NPMとは,企 業経営
の手法の長所 を,で きるだけ行政に取 り入れ ようとする考 え方である。(2)そもそ も,民 間企
業が市場競争原理に従って提供で きるサービスは,行 政は手がけない。(3)行政が手がけるべ
き分野の事業経営 にも,市場競争原理を極力導入する。そのためには,納 税者を株主 ・顧客と
見立て,そ の視点 にたった業績評価 を徹底 して行 う。 また,評 価結果 は可能な限 り公表する。
(中略)(7)以上のことを通 じて,バ リュー ・フォー ・マネー(税の払いがい)の向上 を図る。具
体的には,サ ービスの良と質を上げる。これがで きないときは,行 政サービスを縮小 し,減税
をする。」そ して上記の理論から,以 下の4点のパラダイム転換が起きるとい う。即ち(1)官か
ら民,も しくはNPOへの業務の シフ ト,(2)国か ら地方への業務のシフ ト,(3)各行政機関内の
本部から現場への権限の シフ ト,(4)安定継続性 を重ん じるカルチャーか ら競争変化 を重んじ
るカルチャーへの シフ ト1)。
要するに,民 営化 による政府部門の縮小 と,政府部門への市場競争原理導入による顧客満足
向上を原則 に据えている。そ して非営利組織は,政 府部門の業務が外部化された際の一種の受
け皿,即 ち 「新 しい公共」の担い手 と位置づけられている。
「新 しい公共」は従来 と比べて何が 「新 しい」のか。「新 しい公共」は,公 共の担い手の多
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様化にその新 しさがある。政府は自らサービス供給者である必要はな く,サービス供給者 と費
用負担者を分離 し,効率性 と競争が重視 される市場原理のなかで企業や非営利組織を含め最適
な経済主体にサービス供給機能をゆだねることが重要とされる2)。サー ビス供給のみな らず,
財源 を政府から民間に移行することも含意 され,非 営利組織 にはボランティアの無償労働力や
民間寄付金が期待 されている3)。こうした効率性重視 と財源の移行は,む ろん積極的な面 もあ
るが,公 共性 という点では危 うさが感 じられる。そこで本稿 は,「新 しい公共」の担い手 とし
て期待 される非営利組織の公共性4)をいかに保障すべ きかを考察する。
2.市 場 原 理 へ の傾 斜
(1)営利企業の新規参入 ・競合
日本においては,公 益法人が非営利組織のなかで占める割合は大 きい。公益法人に対する優
遇策 を見直 し民間企業参入を進めることが現政権の主要政策のひとつとなっている。
2002年5月,行政改革推進本部は公益法人改革の実施計画 を了承 した。国の委託業務につい
て,公 益法人の独占を認めず,一 定の要件 さえ満 たせば民間が参入で きる登録機関制度の創設
などが中心 となっている。 たとえば検査料 ・試験料の引 き下げや業務の効率化を狙いとして,
公益法人が国や 自治体か ら業務を委託されている検査や資格試験などを,一 部を除 き原則 とし
て民間企業 に開放する方針 を決めた5)。
また,非 営利法人全体を対象 とした基本法を制定 して法人設立 を容易にするとともに,税制
上の優遇措置を見直す方針 を明らかにした6)。今後,2万6千 ある全公益法人を対象に,優 遇
税制の見直 しを含む抜本改革に着手 し,2002年度 中に 「公益法人制度等改革大綱」 を策定 し,
2005年度末までに必要な法整備 を整える方針であるという。民間参入で,検 査料や試験料の
引 き下げ,業 務の効率化につながると期待 されている7)。
他方,従 来営利企業の参入が認められてこなかった分野で規制緩和策が議論 されている。た
とえば医療分野では,株 式会社の参入の是非を巡って議論が白熱 している。営利企業参入 に積
極的な立場の議論は 「株式会社 を悪 と考えるのは時代遅れ。競争原理が働いて,よ りよいサー
ビスを患者 に提供できる」8)と主張 し,慎重論 は 「営利企業の経営になると,利 益 を上げよ
うとして医療費のかかる患者を選ぶ」 と主張する。 また政府は医療費削減のためアメリカのマ
ネジ ドケア9)を導入 しようとしてお り,厚生労働省は公的医療保険への民間参入を認める案
をまとめた10)。現在内閣府の構造改革特区推進室が募集 した 「構造改革特区」構想では,農
業や医療分野,学 校への営利企業参入 も提案された11)。
病院 自体 の営利企業化は認め られていないが,医療機関の周辺に清掃業務,洗 濯業務 ・寝具
リネン,消毒 ・滅菌代行業務,医 療廃棄物処理等の医療関連 ビジネスが台頭 している。病院内
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部の機能を次々とアウトソーシングし,各種の医療関連 ビジネスを垂直統合 してグループ化 し
たものである。他方,病 院チェーンが急速に普及 してお り,こ れは水平統合といえる12)。こ
のように,実 態 としては巨大な医療産業複合体が出現 しつつある。
アメリカにおいては,1970年代 頃か ら営利企業が病院経営に参入 し,営利企業の病院と非
営利組織の病院が競合 している。 しか も1980年代 に営利病院が急増 し,非営利病院や公営の
病院は減っている。1980～89年の病床数の推移 は,非 営利病院一4%,公 営病院一28%,営
利病院+41%で,そ の差は歴然 としている13)。「非営利病院 と営利病院は,70年代から80年
代 にかけての競争 を経て,今 日では両者 とも経営行動や組織のあ り方はほとんど同 じである」
との評価 もある14)が,最近の比較調査 によれば,営 利病院よりも非営利病院のほうが質的に
優れているという15)。日本では,株 式会社の医療参入によって医療の質の向上が図れると期
待する向きもあるが,ア メリカでの経験は逆 に,営利病院が利潤追求のために医療の質を落と
す可能性が高いことを教えている。
(2)営利企業への転換
日本において公益法人の営利法人への転換は,1998年12月の 「公益法人の営利法人等への
転換に関する指針」16)に示 された。2000年度末までに,指 針に従って営利転換 を行 った法人
が8法人,営 利競合 していた法人で解散 した法人が2法人ある。
アメリカでは,市 場での生き残 りをかけて資本を調達するため,非 営利組織の営利企業への
転換は着実に進んでいる。「病院の分野におけるこうした営利の拡大傾向は,1980年代後半か
ら90年代初頭にかけて鈍化 したが,最 近になって再 び拡大ペースが速 くなってきた。 しか し,
今度の場合,そ の拡大は,新 しい営利団体の創設によってではな く,非営利団体の買収や非営
利団体の営利転換によって達成 されている。すなわち1994年には,31の非営利病院が非営利
から営利へ と経営形態を変えた。その多 くは,営 利病院チェーンによる買収 という形をとって
いる」17)とも指摘されている。
(3)事業収入の占める大きな割合
日本の非営利組織の財源に占める事業収入および会費の割合は52。1%と過半を占め,先 進各
国平均40.9%を上回る。他方,行 政からの収入は45.2%で,先進各国平均51.6%を下回る18)。
非営利組織は,政 府の財政難や長期不況を背景 として補助金 ・助成金の伸びが期待で きず,
しかも組織数が急増 していることか ら,補助金や助成金の獲得競争が激化す るとともに,自 ら
事業 を行って収入を稼 ぎ出す必要に迫 られている。最近は営利性,ビ ジネス性に軸足 を置いた
「コミュニティ ・ビジネス」や 「社会起業家」の概念が人気 を高め,使 命 と営利の同時追求 と
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いう発想が目立つ。非営利 と営利の境界線はますます曖昧 になってきた。
アメリカにおいては,非営利組織 は政府からの補助金削減や民間寄付の伸び悩みによって事
業への傾斜を強めている。1977～1989年の間に非営利組織の収入源は全体 として増加 したが,
増加の55%は事業収入によるもので,事 業収入への依存が高 まった。 この現象は 「非営利組
織の市場化」 と呼ばれている19)。
(4)営利企業マネジメン トの導入 ・適応
非営利組織のマネジメン トに関する著書が近年多数出版 され20),各地でセ ミナーや学習会
が相次いで開かれるなど,限 られた資源で効率を上げるために営利企業のマネジメ ント手法を
非営利組織にも積極的に応用 し,導入 しようとする動 きが顕著である。非営利組織 におけるマ
ネジメン トの重要性を指摘 した ドラッカーの影響を受けて,日 本でマネジメントが積極的に導
入 され始めたのは,1990年代 に入ってからといわれている21)。
非営利組織のマネジメン トやマーケティングは,資 金調達や職員の動機付けなどい くつかの
点 において独 自性が指摘 されている22)が,基本的には営利企業で確立 された方法論 を非営利
組織 に適用 したものである。アメリカにおいて非営利組織 にマネジメン トやマーケティングを
導入 した主要な理由や動機は,非 営利組織 に占める事業収入の割合が増大 し効率的な経営が不
可欠になったことと,非 営利組織間お よび営利企業 との生 き残 り競争が激化 したことにあっ
た。
3.市 場 原理 に よる侵 食
(1)市場競争の危機
以上のように非営利組織は全体 として営利企業 との競合,営 利企業への転換,事 業収入の割
合増大,営 利企業マネジメン トの導入 と,市場原理への傾斜 を強めている。無論,非 営利組織
は多種多様であ り,営利企業 との接点が薄い分野 もあるので,全 ての組織が一律 に市場原理に
傾いているとはいえないが,行 政の財政難,民 間寄付の伸び悩みを勘案すると,ア メリカのみ
ならず日本においても,非営利組織の多 くは今後,事 業収入 を中心 とした自主財源獲得 を志向
するであろうと推測 される。
ここで問題 として浮かび上がるのは 「市場競争の危機」(economiccrisis)である。アメリカ
の非営利組織は新 自由主義政策の下で補助金 を削減され,代 わ りに事業収入の割合を増や して
総収入額を増加 させたが,市 場での生 き残 りに体力 を使ったため,非 営利組織本来の使命にか
なう活動(無 償の慈善活動や調査 など)があ まりできなくなった。そのため非営利組織 と営利
企業の違いも薄れてしまったという23)。
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市場原理への傾斜を強めることによって非営利組織の独 自性が弱 まるという問題は,ア メリ
カにとどまらず世界各国でも多かれ少なかれ現れている24)。
「市場競争の危機」は,非 営利組織の公共性が市場原理によって次第に侵食 されてい く過程
といえる。「市場競争の危機」は非営利組織にとっての危機にとどまらず,社 会全体にとって
の危機でもある。非営利組織が 「新 しい公共」の担い手 としての役割 を十全に果たし得 ない恐
れがあるか らである。非営利組織のマネジメン ト論が,寄 付 とボランティアを独自性の主要な
根拠 としていることから明らかなように,財 やサービスの経済的対価 を受益者以外がら調達す
るシステムが前提 にあってこそ(準)公 共財の供給が可能 となる。
非営利組織が具体的にどの事業を行 うかを選択する際,「使命」 と 「利益」の2軸 を垂直に
交差 させたプロダク ト・ポー トフォリオが用いられるが,収 入不足の場合は使命には合 ってい
るが赤字を出す製品は値上げない し中止 した り,寄付 をより多 く集めるといった対策 を考える
必要が生 じる25)。
一般 に,営利企業は利益 を,非 営利組織は ミッ・ションを追求すると説明 されるが,非 営利組
織に占める事業収入の割合が増大 し営利企業との競合が激化するに従い,非 営利組織の行動原
理は営利企業のそれに限 りなく接近すると考えられる。少な くとも採算が合わず赤字になる部
門からは撤退 を余儀な くされ,利 益が生 まれる好条件の部門に非営利組織の活動が集中するこ
とになる。
(2)不採算部門か らの撤退
例えば日本の場合,医 療分野では不採算部門である小児科か らの撤退が私立病院を中心とし
て進み26),マスコミでも繰 り返 し問題に取 り上げられている27)。小児科が不採算である理由
は,① 小児科の患者数が減少傾向にある(少 子化の影響)こ と28),②医師1人1日当た り取 り
扱い患者数を見ると,小 児科 は全体に比べて少ないこと29),③外来診療単価が他の部門に比
べて低 く設定 され医師1人1日当た り診療収入が低いこと30),などが挙げられる。さらに,数
少ない小児科 に患者が多数押 しかけ,小 児科医は長時間過密労働 を強いられることから,小児
科は魅力の薄い分野である として医学生から敬遠 される傾向にある。
小児科医不足の現状は,医 療現場や厚生労働省で も重大 な問題 と認識 され,厚 生労働省は少
子化対策実施計画 「新エ ンゼルプラン」の一環 として1999年度から 「小児救急医療支援事業」
を始めた。各医療圏に当直小児科医のいる病院を最低1箇所確保するというものだが,整 備が
全 くで きていない医療圏が6割 もある31)。2002年4月の診療報酬改定では,小 児科の入院 ・救
急医療がプラス改定 となった32)。それでも問題の根本的な解決か らは程遠 く,小 児科(医)
の不足は依然として深刻 なままである。
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効率性の観点からは,小 児科を切 り捨てるべき,と判断するのが 自然である。 しか し,人命
に軽重の差別はな く,人命 を扱 う医療機関は応召の義務 を負 うとい う公共性を有 しているがゆ
えに,営 利企業の排除が医療法33)で規定 されている。法律の条文で非営利や公共性 を謳 うだ
けでは不充分であ り,公共性 を保障 しうる財源の保障が不可欠である。
4."公共 の利 益"の 決 定者 は誰 か
(1)非営利組織の多様 な資金源
非営利組織 の資金源 は①政府の補助金や事業委託費,② 事業収入,③ 会費,④ 寄付金や民間
か らの助成金,な どから構成 される。資金源の割合は組織の活動分野や経緯,国 や地域によっ
て異.なるが,非 営利組織は事業収入以外 に多様な主体から資金を調達する点で,営 利企業 と大
きく異 なる。政府や企業,助 成財団,個 人からの資金調達を効果的 ・効率的に行 うための方法
論 に,資 金不足にあえぐ非営利組織の経営者は強い関心を寄せてきた。
近代的 な意味での助成財団が 日本で最初に作られたのは,山 岡義典 によれば1914年設立の
(財)森村豊明会である34)。戦後の助成財団の多 くは学術研究助成に偏っていたが,市 民活動
助成を始めた トヨタ財団などが多目的財団 として登場 したことを契機 として,現 在は多種多様
な目的をもった助成財団が多数並存 している。企業財団に加えてコミュニティ財団や公益信託,
労働金庫,生 協 など資金提供組織は多彩 になり,多様 な資金需要に応 えられるようになって き
た。だが1990年代以降の長期不況は,助 成金額全体の頭打ち,な い し減少傾向をもたらして
いる35)。多数の非営利組織が限られたパ イを争奪 しあ うなかで,資 金調達のノウハ ウが洗練
されていった。
ここで注目すべ きは,資 金提供に関わる意思決定のあ り方である。不特定多数の人々に影響
が及ぶ公共財の供給には,人 々の意思が公正に反映 される必要がある。人々が意思決定 に参加
す るルー トはどう保障 されているのか。公共財供給 にいかなる関係者が影響力や決定権 を握っ
ているのか。つまり,"公共の利益"の 決定者は誰か,が 問題 なのである。
(2)資源提供 と意思決定の関係性
行政の場合は,行 政サービスの費用負担者 と受益者,意 思決定者が原則として切 り離 されて
いる。行政サービスの利用 は無料 ない し応能負担(受 益者負担の制限)で ,財源 となる税金は
原則 としてサービスの利用如何に関係なく徴収される。さらに政策意思決定には,選 挙 を通 じ
て参加する権利が,財 産 ・収入の多寡にかかわらず国民 に等 しく与えられている(実 態は行政
官僚 による支配力が大 きく,また中位投票者の原則により国民のニーズにきめ細か く対応で き
ていない としても)。受益者 と資金提供者,意 思決定者の分立が,原 理的に公共性を保障 して
非営利組織の公共性をどう保障するか 一 281
いる。
これに対 して私的財 を供給する営利企業の場合は,受益者による費用負担を原則 としている。
営利企業の供給する財 ・サービスの受益者(=顧 客)は 購買を通 して資金 を提供するため,受
益者の意思(財 ・サービスを購入す るか否かの選択)は 決定的な重要性 をもつ。営利企業が
「顧客第一主義」を掲げるのはきわめて自然である。
非営利組織の場合はどうか。
第一に行政などか らの補助金や業務委託費は,基本的に上記の行政の場合に準 じる。
第二に,事業収入は,財 やサービスの生産 ・販売によって収入 を得 る方法が営利企業 と共通
しているため,基 本的に営利企業の場合に準 じる。この場合,採 算に合わないために切 り捨て
られた階層は 「顧客」に含まれないので,意 思が反映されに くくなる。
第三に,会費や寄付,助 成金はどうか。財やサービスの受益者 と,資金提供者が切 り離され
てお り,無料ない しきわめて安価な公共財 を供給できることから,事 業収入に比べて公共性が
高いと言 える。 しか し,資 金提供者である会員や寄付者(個 人,企 業,団 体),助成財団は,
一定の意図 と期待の もとで,資金を提供 している。資金に限らず無償で労働力 を提供す るボラ
ンティアもまた同様 である。 したがって,資 金提供者が資金の配分先や使途に対 して一定の影
響力 を有 し,あ る条件を満たさなければ資金を提供 しないとい う選択肢 を選ぶことがで きる。
他方,受 益者の側 は無料 ない しきわめて安価で財やサービスを受け取 るので,営 利企業の場合
のごとく消費者 として意思決定に影響力を行使することは,実際問題 として難 しい。すなわち,
資金を提供する側,財 やサービスを提供する側,受 け取る側の間に権力の格差が厳然 として存
在 しているのである。 ここに非営利組織の温情主義(パ ターナ リズム)が 生まれる。之 れは
「非営利の失敗」36)の一つに数えられている。 こうした温情主義 は,富 める者が貧 しき者に手
を差 し伸べ るという伝統的な慈善事業で特 に強 く見 られるが,そ れだけではな く,例 えば文
化 ・芸術の保護育成にしても,資金提供者は自らの価値観に合致 した文化 ・芸術 を保護するパ
トロンとして立ち現れる。
(3)ステイクホルダーの利害関係調整
上田健作は,ア メ リカの非営利セクターを 「巨大な富の力 を背景 として活動する財団 ・非営
利組織ネッ トワークとその ような背景 を持たない草の根的活動を行 う組織の集合 との二重構
造」 として捉え,「プライベー ト財団によって代表 されるような大規模 な組織の多 くがパワ
ー ・エ リー ト・ネットワークの一部 として公共政策形成プロセスに関与 していることは間違い
ない。そして,少 なからぬ小規模非営利組織が,自 らの保守性か ら,またエ リー ト・ネットワ
ークの巨大な資金力 を背景に したさまざまな公共政策活動 と宣伝活動 によって彼 らの許容する
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範囲の活動 に動員されていると考 えられる」37)と述べ,資 金提供者 としてのパ ワー ・エ リー
トの圧倒的な影響力を指摘 している。
財団による資金提供や非営利組織の事業選択にあたって,受益者の意向が市場調査 を通 して
間接的に反映 されることはあっても,直接反映されることは一般的にあまり想定されていない。
資金 を提供す る側 とされる側 の意思が一致するはずだ とい う予定調和論 に立つならば ともか
く,現実 には資金提供者の力が強 く,「公共空間が階層化 している」38)と言えよう。
非営利組織マネジメント論によれば,非 営利組織のリーダーはステイクホルダーの利害関係
を調整 しなが ら本来の使命を達成することとされている39)。ステイクホルダーには資金提供
者だけでなく受益者や地域住民,納 税者,行 政組織など多様な関係者が含まれるが,ス テイク
ホルダーの利害関係調整にあたって リーダー個人が対処 しうる範囲にはおのずから限界があろ
うし,リ ーダーの力量によって浮き沈みが生 じ得る。
5.非 営 利組 織 の公 共性 を ど う保 障す るか
非営利組織は新公共経営(NPM)理 論の中で 「新 しい公共」の担い手 と位置づけられ,行
政組織 よりも効率的で住民のこ」ズにきめ細かく対応できる存在として期待 されている。本稿
は,非 営利組織のこうした積極的な可能性 を,い ささかも否定する ものではない。
ただし,非 営利組織は本質的に,あ る種の危うさを抱 えた存在であるとも言えよう。本稿の
課題 に限って言えば,そ れは経済的基盤 を背景とした危うさである。非営利組織の財源におけ
る事業収入ない し民間寄付 の割合が増大することによって,採 算に乗 らない事業が忌避 された
り,'資金提供者の意向に左右 されたりするおそれがある。こうした危 うさを乗 り越え,公 共性
を保障するには,一 方では組織の リーダー自身の工夫も必要ではあるが,他 方では個々の非営
利組織の枠 を超えた,社 会システムの構築が必要であろう。そこで最後 に,非営利組織の公共
性 を保障するうえで考察を要する点を指摘 してお きたい。
第一 に,非 営利組織の財源 に占める事業収入の割合が過剰 に増大すると非営利組織が経済的
効率性の重視に偏 り過 ぎ,不 採算部門か らの撤退 など,公共性に影響を及ぼすおそれがある。
個 々の組織の状況や活動分野の特性を無視 して一概に割合を設定することはナンセンスだが,
必要に応 じた社会的な財源の保障が検討されてよい。
第二 に,多 様なステイクホルダーの参加 を保障する方法の確立が求め られる。意思決定への
参加の第一歩 として,情 報公開が挙げられる。近年は非営利組織にアカウンタビリティの重要
性が認識 されつつあ り40),ウェブサイ ト等で積極的に情報公開す る事例 も増 えている。情報
公開によって社会的な信頼 を高めることは大変重要であ り,衆人環視の中ではいい加減な運営
が難 しくなるだろう。だが,情 報公開だけで充分 とは言いがたい。
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積極的な情報公開を前提 としながらも,も う一歩踏み込んで公共性 を保障する手だてが必要
であろう。第一は非営利組織内部からのアプローチで,組 織の意思決定に多様なステイクホル
ダーが影響力を行使 しうるマネジメン トシステムを築 くことによって,ス テイクホルダー問の
力の格差 を減 じる方法があ りうる。第二は非営利組織外部か らのアプローチで,例 えばマイノ
リティを不当に排除 している場合には改善を指導するなど,市民 オンブズマ ンなどによる社会
的な監視制度を設置する方法が考えられる。加えて,財 団など資金提供者 による助成の過程に
対 して も,公正性 ・透明性を高めるよう監視することが望 まれる。
今後,非 営利組織 を社会の中でいっそう重要な存在 として位置づける際には,"非営利だか
ら当然のごとく公共性がある"と いったア ・プリオリな規定ではもはや不充分であ り,非営利
組織の公共性 を社会全体でどう保障 し,発展 させてい くかという議論 を深める必要があろう。
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を確 保 す る仕 組 み が あ るか を,都 道 府 県 の担 当者 に聞 い た。 そ の 結 果,220(60.3%)の医 療 圏 で は どち ら
の体 制 も整 備 され て い な か っ た 。 さ ら に こ の う ち113二次 医 療 圏 で は,医 療 施 設 や 小 児 科 医 が な い た め,
今 後 も整 備 は不 可 能 と答 え た。24時間365日小 児 科の 当 直 医 の い る施 設 は235施設 で,360二次 医 療 圏 の う
ち98二次 医 療 圏(27.2%)に と ど ま り,ほ とん ど大 都 市 に設 置 され てい た 。 小 児 の 救急 輪 番 体 制 が 行 わ れ
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ていたのは69二次医療圏(19.2%)で,322の医療施設が参加していた。
27)小児科医の不足を象徴する事件が,1999年7月に4歳の男の子が割り箸をのどに突き刺し,それが喉にまで
達 して死亡 した事件である。救急救命センターの担当医が脳に突 き刺さっていた割 り箸を見逃した。この
時の担当医は経験の浅い医師であったが,救 急救命センターには,き ちんと子どもを診られる専門医がい
なかったことが原因と指摘されている。
28)「平成11年患者調査」によれば,0～14歳の患者数が入院 ・外来ともに一貫して減少 し続けている。人口
10万人当たり入院 ・受診する人口(受療率)も,年 齢が低いほど少ない。
29)医師1人1日当たり取り扱い患者数(単位:人)
診療科 入院 外来
1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年
総 数 7.9 7.6 7.4 7.4 7.3 15.7 15,4 14.9 15.2 14.8
小児科 5。3 5,3 4.9 4.8 5.0 17.5 16.9 15,2 15。0 14,8
(出典:全 国公私病院連盟 「平成13年病院運営実態分析調査の概要」表11)
30)医師1人1日当たり診療収入(単位:千 円)
診療科 入院 外来
1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年
総 数 231 233 235 240 238 142 135 130 129 125
小児科 156 161 158 158 170 123 118 109 100 101
(出典:全 国公私病院連盟 「平成13年病院運営実態分析調査の概要」表12,14)
31)富家孝 ・福島寿一,前掲書,第3章。
32)入院診療費では,小児病棟に常勤医師が5人,看護婦が3床に2人の割合,平均在院日数14日以内であれば,
1患者1日につき3万円(「小児入院医療管理料1」)。
救急では,輪番制のように地域の小児科医が連携 して夜間 ・休日診療体制を作 り,6歳未満の子を診察した
場合に3千円を加算する(「地域連携小児夜間 ・休 日診療料」)。
感染症に罹っている場合や免疫力が低下 している場合など,療養環境に特別な配慮の必要な小児患者の入
院医療を評価 して1日あたり3000円加算(「小児療養環境特別加算」)。
『朝日新聞』2002年2月21日,厚生労働省 「平成14年度社会保険診療報酬等の改定概要」。
33)医療法7条4項 「営利を目的として病院,診療所または助産所を開設しようとする者に対 して……許可を与
えないことができる」を根拠に,営利企業による医療機関経営は禁止されている。
34)山岡義典 ・林雄二郎 『日本の財団』(中公新書)中央公論社,1984年,56ページ。
35)助成財団センターの2001年調査結果(年間助成額500万円以上の135財団法人を対象)によれば,助成型財団
の設立数は1991年以降,減少 している。財団の資産も,増加率は1997年以降頭打ちになってきている。助
成事業費の合計額は,1994年度以降減少 し続け,1993年の228億円から2000年の154億円と7年間で約3分
の2になった。
36)「政府の失敗」の補完物 として非営利組織を捉えるのではなく,非営利組織に足 りない部分を補完する存
在として政府 を捉えるべきだとサラモンは主張する。非営利組織の不足部分や短所 を 「非営利の失敗」と
いう。「非営利の失敗」 とは具体的に①機能不全:政府のように徴税の権限が与えられておらず,人 々の善
意に頼ることから,需要に見合うだけの供給を確保できないこと,②個別主義:非営利組織は個別の問題
にのみ焦点を当てるため,政府のようにあらゆる問題をカバーできないこと,③温情主義:少 数の資源提
供者がコミュニティのニーズを決める上で決定的な影響力を及ぼすこと,④素人主義:専 門家でない人々
が社会問題に取 り組むので,貧 困層に対して道徳や宗教を説 くなど,精神論に陥りがちとなること,をい
り。LesterM.Salamon,19950f.cit.,pp.44-48.
37)上田健作 「アメリカにおけるプライベー ト財団ネットワークと非営利セクターの階層性」『宮崎産業経営大
学経営学論集』第10巻第2号,1996年,57ページ。
286 一 経 営 論 集 一
38)的場 は 非 営 利 組 織 の パ タ ー ナ リズ ム を克 服 す る た め に 「ク ラ イ ア ン トで あ る 《当事 者 》 の 参 加 が と くに 重
要 に な っ て くる。 も と も と利 他 的 組 織 で あ るは ず のNPOで も,ク ラ イア ン トの参 加 とい う新 た な組 織 の 論
理 が 模 索 され は じめ て い る」 と指 摘 す る。 的 場 信 樹 「アメ リカ のNPOと 日本 の生 協 運 動 」 『生 活 協 同 組 合
研 究 』1998年9月号,34ペ ー ジ。
39)J.StevenOtt(ed.),UnderstandingNonprofitOrganizations.Ooρ67παπ6θ,L6σ4θz3乃ψ,α"4ル∫σ〃α9θ〃3θη',
WestviewPress,2001.
40)JamesCuttand「田cMurray,AccountabilityandEffectivenessEvaluationinNor.P顧'0㎎α競 α'ゴoπs,Roudedge,
2000.
